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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自　平成22年
　　３月１日
至　平成22年
　　８月31日

自　平成23年
　　３月１日
至　平成23年
　　８月31日

自　平成24年
　　３月１日
至　平成24年
　　８月31日

自　平成22年
　　３月１日
至　平成23年
　　２月28日

自　平成23年
　　３月１日
至　平成24年
　　２月29日

売上高 (千円) 11,469,73110,368,92810,288,07022,082,26520,601,821

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △78,826 191,302 3,479 421,883 339,653

当期純利益又は中間
(当期)純損失(△)

(千円) △634,842△201,679△182,902△247,364 48,299

持分法を適用した
場合の投資損益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 750,700 849,3002,476,270750,7002,476,270

発行済株式総数 (株) 44,197,36349,997,363145,701,50744,197,363145,701,507

純資産額 (千円) △2,418,007△2,038,0661,279,692△2,030,0121,466,216

総資産額 (千円) 11,643,48511,066,42610,764,86411,084,57211,288,561

１株当たり純資産額 (円) △54.91 △40.90 8.79 △46.10 10.07

１株当たり当期純利益
金額又は中間(当期)純
損失金額（△）

(円) △14.41 △4.24 △1.26 △5.62 0.81

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) △20.8 △18.4 11.9 △18.3 13.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △689,410 409,222 339,586△464,670 809,591

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 209,548 19,112 139,442 276,276 71,305

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △11,104△373,151△813,124△417,964△288,306

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 845,418 785,208 988,521 730,0251,322,616

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
452

(2,275)
355

(2,274)
355

(2,140)
389

(2,186)
355

(2,165)

(注) １　当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、「最近３中間連結会計期間及び最近

２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がありませんので、記載しておりません。

４  潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。

５  第42期中において第三者割当増資による新株5,800,000株を発行し、発行価格197,200千円のうち、

98,600千円を資本金に組み入れております。

６  第42期において株主割当増資による新株95,704,144株を発行し、発行価格3,253,940千円のうち、

1,626,970千円を資本金に組み入れております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成24年８月31日現在

従業員数(名) 355 (2,140)

(注)  従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇

用者数は当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算による月平均人数)を(　)外数で記載しておりま

す。

　

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は「どんユニオン」と称しＵＩゼンセン同盟に属し、平成24年８月31日現在の組合員

数は295名でユニオンショップ制であります。

なお、労使関係については良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

  当中間会計期間におけるわが国経済は、景気停滞から回復の兆しが見えてきたものの、円高の長期化や

欧州債務危機、中国などの新興国の経済成長鈍化懸念など、景気動向は不透明な状況で推移しておりま

す。

  外食産業におきましては、昨年の食中毒事件や放射能汚染問題等を受けた「食の安全」に対する不安

感は継続して残っております。さらに増税への政府指針等から消費者の防衛意識・節約志向により、経営

環境は厳しい状況にあります。

　当社では、このような環境下、当期の全社経営テーマの「未来への前進」を実現すべく2011年度からス

タートした成長モデル再構築の取組みを、さらに積極的に実施致しました。

　具体的には、業務効率化を図るべく、２つの自社工場のうち「鶴ヶ島工場」の売却を4月1日に行い、同時

に一部の業務を他社へ業務委託を行い、自社生産は「京都工場」へ集約しております。さらに親会社であ

る株式会社吉野家ホールディングスへ業務委託を行っており、さらなる商品品質及び稼働率の向上を

図っております。その他にも、株式会社吉野家ホールディングスとの商品、開発、管理部門の間接業務の効

率化を進めております。

　営業面においては、創業の原点に立ち返り、各業態の本来の魅力や強みをあらためて輝かせる「リ・ブ

ランディング」に取組んでおり、当期においては、店舗改装及びメニュー改定を中心に取組んでおりま

す。

　そのような状況の中で、業態ごとに以下のような施策を進めております。

　「ステーキのどん」業態では、既存店活性化策として「ステーキ食べ放題」企画を行いました。7月27日

9店舗、8月9日8店舗、そして8月30日ステーキのどん業態全店で行い、多数のお客様のご支持を得ており、

今後も様々な企画を継続的に実施して参ります。

　他方では、新規ビジネスモデルへの検討として前期参入致しました「どんminiアリオ川口店」の顧客層

の拡大を目的とした「ローストビーフ丼」など新規商品を次々に投入し、お客様の好評を得ております。

その結果を踏まえ、11月には2号店の出店を予定しております。

　「フォルクス」業態では、国内事業活性化戦略として、既存店改装を3月から4月に7店舗実施し、お客様

に落ち着いた食事空間と料理の提供を行っており、お客様より支持をいただいております。また、平成24

年5月21日には海外2号店のフォルクス（FC）が台湾の台北市にオープン致しました。

  「しゃぶしゃぶどん亭」業態については、商品の更なるバリューアップとして新たに「寿司」、「天ぷ

ら」を導入し、さらに「ローストビーフ」などのサイドメニューを拡充し、全てを食べ放題とした「全部

食べ放題」実験を3店舗で行っております。また「惣菜＆サラダバー」、「デザート＆サラダバー」実験

をそれぞれ3店舗で行っており、サービス面では、お客様の利便性及び生産性の向上を目的に、客席に

「タッチパネル」式のオーダーエントリー機器を実験導入し、検証を行っております。また、全店しゃぶ

しゃぶだしの多様性を狙った「2色鍋」を導入し、お客様にご好評をいただいております。

  上記以外に「ドン・イタリアーノ」業態も含めた取組みとして、お客様への更なるホスピタリティの

向上に向け、サービスマニュアルの改訂を実施しており、今後も継続してホスピタリティの向上に向け取

組んで参ります。

  商品面では、前期に親会社である株式会社吉野家ホールディングスにおいて、グループ商品本部が設置

され、グループ各社がそれぞれに持つコンテンツや素材を活かしたメニュー開発、工場や物流の仕組みを

変えていく為の準備を進めておりますが、その一環として京都工場において株式会社吉野家向けの玉葱

スライスの生産を開始し、今後取扱品数を増やしていく予定です。
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  店舗面では、国内に新たに1店舗出店し、契約満了等により3店舗閉鎖した為、店舗数は169店舗となりま

した。また台北市内にFCのフォルクス2号店を5月21日に開店しております。

  このような状況の中で、売上高は102億88百万円(対前年同期比0.8%減)、利益面では、営業利益は52百万

円(対前年同期比81.8％減)、経常利益は３百万円（対前年同期比98.2%減）となり、特別損失として減損

損失等を計上したことにより中間純損失は１億82百万円(前年同期中間純損失２億１百万円）となって

おります。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下資金という）は、前事業年度末に比べ３億34百

万円減少し９億88百万円となりました。 

　当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果得られた資金は３億39百万円（前中間会計期間は４億９百万円の収入）となりました。

  これは主に税引前中間純損失１億50百万円を計上したものの、減価償却費３億円、減損損失１億53百万

円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果得られた資金は１億39百万円（前中間会計期間は19百万円の収入）となりました。

  これは主に有形固定資産の取得による支出３億24百万円がありましたが、有形固定資産の売却による

収入３億88百万円、差入保証金の回収による収入１億６百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果使用した資金は８億13百万円（前中間会計期間は３億73百万円の支出）となりました。

  これは主に長期借入れによる収入17億45百万円、社債の発行による収入７億36百万円がありましたが、

短期借入金の純減額22億５百万円、長期借入金の返済による支出９億84百万円、リース債務の返済による

支出70百万円、割賦債務の返済による支出33百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

   当社は、最終ユーザーである消費者に直接販売する飲食業を行っておりますので、生産及び受

   注の状況は記載しておりません。

     また、当社は飲食事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載は行っておりません。仕

   入実績については品目別に、販売実績については業態別及び地域別に記載しております。

　

(1) 仕入実績

品目別

当中間会計期間
(自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日)

金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

原材料 肉類 1,111,354 34.9 110.2

　 加工食品 901,379 28.3 125.0

　 青果・野菜 463,864 14.6 112.9

　 酒・飲料 305,818 9.6 96.7

　 穀類 307,331 9.7 99.8

　 その他 90,741 2.9 78.8

合計 3,180,489 100.0 110.4

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

①　業態別販売実績

業態別

当中間会計期間
(自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日)

金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

ステーキのどん 3,663,882 35.6 92.6

フォルクス 3,179,794 30.9 101.8

しゃぶしゃぶどん亭 3,246,676 31.6 103.7

その他（ドン・イタリアーノ他） 197,716 1.9 124.8

合計 10,288,070 100.0 99.2

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　地域別販売実績

　 　 　 　

都道府県別

当中間会計期間
(自　平成24年３月１日
  至　平成24年８月31日)

金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

関東地区 　 　 　

茨城県 72,418 0.7 112.5

群馬県 584,119 5.7 103.2

埼玉県 2,834,298 27.5 97.1

千葉県 955,992 9.3 105.2

東京都 2,061,396 20.0 104.3

神奈川県 1,077,852 10.5 98.8

栃木県 326,897 3.2 108.6

小計 7,912,975 76.9 101.1

中部地区 　 　 　

長野県 50,482 0.5 91.0

小計 50,482 0.5 91.0

近畿地区 　 　 　

京都府 329,487 3.2 79.9

大阪府 1,107,134 10.8 94.3

兵庫県 264,920 2.6 94.4

奈良県 79,146 0.8 88.0

小計 1,780,688 17.4 91.0

中国地区 　 　 　

岡山県 87,800 0.8 89.7

小計 87,800 0.8 89.7

九州地区 　 　 　

福岡県 396,605 3.8 107.4

熊本県 59,518 0.6 95.2

小計 456,123 4.4 105.7

合計 10,288,070 100.0 99.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　相手先別の販売実績については、総販売実績に対する当該販売実績の割合が10％を超える相手先はあり

ません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

　

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成24年3月14日で譲渡先との間に下記のとおり売買契約を締結し、平成24年４月１日付け

で譲渡を完了しております。

 

           1. 譲渡する相手会社等の名称

              株式会社ミート・コンパニオン

           2. 譲渡資産の種類

              埼玉県鶴ヶ島市柳戸町7番地1地内

              工場用の建物・建物付属設備・構築物・機械装置・工具器具備品

           3. 譲渡価額

              3億88百万円

           なお、上記売買契約にともない、相手方である株式会社ミート・コンパニオンと契約期間

           20年間の製造委託契約を締結しております。

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、半期報告書提出日(平成24年11月19日)現在において当社が判断したもので

あります。

１.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

  (1)重要な会計方針及び見積り

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して作成されております。この中間財務諸表の作成にあたっては、経営者による会計方針の選択・適

用、財政状態及び経営成績の開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りに

ついて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があ

るため、これらの見積りと相違する場合があります。

(2)経営成績の分析

当社の当中間会計期間における業績は、売上高は、店舗リニューアル等の影響もあり80百万円減少し

102億88百万円となり、肉、穀類等原料の上昇による原価の高騰やリニューアル関連経費等により営業

利益は52百万円、経常利益は３百万円となっております。また、特別損失として減損損失を計上したこ

とにより中間純損失は１億82百万円となっています。

(3)財政状態の分析

①資産

当中間会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ５億23百万円減少し107億64百万円とな

りました。これは主に流動資産では、現金・預金の減少３億34百万円、棚卸資産の増加１億17百万円、

その他流動資産のうち未収入金の減少78百万円、固定資産では、有形固定資産の減少１億23百万円、

投資等においては差入保証金の減少93百万円によるものであります。

②負債

当中間会計期間末における負債は、前事業年度末に比べ３億37百万円減少し94億85百万円となり

ました。これは主に流動負債では、仕入債務の増加２億60百万円、短期借入金の減少22億５百万円、固

定負債では、社債の発行による増加７億50百万円、長期借入金の借入れによる増加７億６百万円によ

るものであります。

③純資産

当中間会計期間末における純資産は、１億86百万円減少し12億79百万円となりました。これは当中

間会計期間において、中間純損失を１億82百万円計上したことにより利益剰余金が減少したことに

よるものであります。

(4)キャッシュ・フローの状況の分析

　　 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は次のとおりであります。

事業所

（所在地）
設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手(予定)
年月

完成(予定)
年月

完成後の
増加能力
客席数
(席)

総額
(千円)

既支払額
(千円)

営業店舗 ２店舗
（東京都中央区他）

営業用設備 82,000 0 借入金
平成24年10月
平成25年２月

平成24年11月
平成25年３月

250

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2)重要な設備の除却等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
中間期末帳簿価額
（千円）

除却等の
予定年月

除却等による
減少能力
客席数(席)

営業店舗 ２店舗
（千葉県千葉市美浜区他）

営業用設備 0
平成24年11月
平成25年２月

225

　（注）中間期末帳簿価額は、減損損失として計上しているためありません。

　
(3)重要な設備の新設・除却等の計画の完了

　　 前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等の重要な変更はありません。

　
　 前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等の完了は次のとおりであります。

①重要な設備の新設等

事業所

（所在地）
設備の内容

投資額
資金調達
方法

  完成年月

完成後の
増加能力
客席数
(席)

総額
(千円)

営業店舗新設
（神奈川県相模原市中
央区）

営業用設備 85,026
割賦
自己資金

平成24年４月 124

営業店舗改修 20店舗
（神奈川県横浜市都筑
区他）

営業用設備 565,733
割賦
借入金
自己資金

平成24年３月～
平成24年８月

57

京都工場
（京都府京都市伏見
区）

生産設備 29,397
割賦
自己資金

平成24年５月 －

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②重要な設備の除却等

事業所名
（所在地）

設備の内容
前期末帳簿価額
（千円）

完了年月
除却等による
減少能力
客席数(席)

営業店舗 ３店舗
（神奈川県相模原市南区
他）

営業用設備 0
平成24年３月～
平成24年６月

353

　（注）前期末帳簿価額は、減損損失として計上しているためありません。
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事業所名
（所在地）

設備の内容
前期末帳簿価額
（千円）

売却年月

鶴ヶ島工場
（埼玉県鶴ヶ島市）

工場用建物等 391,890平成24年4月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 199,989,452

計 199,989,452

　

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 145,701,507145,701,507非上場 単元株式数 1,000株

計 145,701,507145,701,507― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　       該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年８月31日 － 145,701,507 － 2,476,270 － 2,102,346
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(6) 【大株主の状況】

平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社吉野家ホールディングス 東京都北区赤羽南一丁目20－１ 115,800 79.48

籾山　裕 東京都港区 6,483 4.45

クレディ・スイス証券株式会社 東京都港区六本木１丁目６-１ 1,000 0.69

大田  昭彦 東京都立川市 850 0.58

籾山　美紗子 群馬県前橋市 836 0.57

籾山　昌也 東京都港区 821 0.56

稲富　直幸 千葉県浦安市 760 0.52

中　修一 岡山県岡山市南区 536 0.37

株式会社セディナ 愛知県名古屋市中区丸の内３丁目23-20 402 0.28

安田　正弘 京都府京都市伏見区 400 0.27

計 ― 127,888 87.77

(注)　上記のほか、当社所有の自己株式168千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合0.12％）があります。 
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 168,000
－

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

145,275,000
145,275 同上

単元未満株式 普通株式 258,507 － 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 145,701,507－ －

総株主の議決権 － 145,275 －

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式159株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

     (自己保有株式)
      株式会社どん

     東京都北区赤羽南
　　 一丁目20-１

168,000－ 168,000 0.12

計 － 168,000－ 168,000 0.12

　

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場のため該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

なお、執行役員の異動は次のとおりであります。

　
新任

職名 氏名 就任年月日

執行役員第二事業部長 蔵浦 誠 平成24年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号) に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成24年３月１日から平成24

年８月31日まで)の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年２月29日)

当中間会計期間
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,327,473 993,378

売掛金 145,299 169,317

たな卸資産 274,869 392,508

その他 ※3
 709,404

※3
 621,342

貸倒引当金 △1,468 △1,331

流動資産合計 2,455,579 2,175,215

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 2,792,497

※2
 2,612,456

構築物（純額） 293,672 267,545

機械及び装置（純額） 38,296 27,514

工具、器具及び備品（純額） 168,572 298,868

土地 ※2
 1,291,905

※2
 1,286,425

リース資産（純額） 309,388 268,709

その他 2,229 11,774

有形固定資産合計 ※1
 4,896,562

※1
 4,773,295

無形固定資産 367,890 357,894

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 93,327

※2
 89,714

差入保証金 ※2
 3,259,582

※2
 3,166,284

その他 226,196 212,820

貸倒引当金 △10,578 △10,359

投資その他の資産合計 3,568,529 3,458,459

固定資産合計 8,832,982 8,589,649

資産合計 11,288,561 10,764,864

負債の部

流動負債

買掛金 440,256 701,038

短期借入金 ※2
 3,026,199

※2
 820,307

関係会社短期借入金 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,647,406

※2
 1,701,153

リース債務 140,137 144,955

資産除去債務 6,316 4,015

未払金 718,788 845,319

未払消費税等 56,169 34,287

未払費用 89,418 109,175

未払法人税等 99,005 62,192

賞与引当金 136,713 100,119
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年２月29日)

当中間会計期間
(平成24年８月31日)

役員賞与引当金 16,677 7,114

ポイント引当金 7,498 9,999

店舗閉鎖損失引当金 20,067 1,547

その他 194,293 128,937

流動負債合計 6,798,949 4,870,163

固定負債

社債 － 750,000

長期借入金 ※2
 1,737,261

※2
 2,443,988

リース債務 278,571 218,607

資産除去債務 421,733 392,631

退職給付引当金 443,308 445,289

その他 142,521 364,492

固定負債合計 3,023,396 4,615,008

負債合計 9,822,345 9,485,172

純資産の部

株主資本

資本金 2,476,270 2,476,270

資本剰余金

資本準備金 2,102,346 2,102,346

資本剰余金合計 2,102,346 2,102,346

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △3,050,414 △3,233,316

利益剰余金合計 △3,050,414 △3,233,316

自己株式 △57,806 △57,813

株主資本合計 1,470,396 1,287,486

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,180 △7,793

評価・換算差額等合計 △4,180 △7,793

純資産合計 1,466,216 1,279,692

負債純資産合計 11,288,561 10,764,864
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成24年３月１日
 至 平成24年８月31日)

売上高 10,368,928 10,288,070

売上原価 3,344,394 3,438,780

売上総利益 7,024,533 6,849,290

販売費及び一般管理費 6,736,028 6,796,874

営業利益 288,505 52,415

営業外収益 ※1
 58,413

※1
 79,574

営業外費用 ※2
 155,616

※2
 128,510

経常利益 191,302 3,479

特別利益 － －

特別損失 ※3, ※4
 298,467

※3, ※4
 153,951

税引前中間純損失（△） △107,164 △150,471

法人税、住民税及び事業税 38,522 41,010

法人税等調整額 55,991 △8,579

法人税等合計 94,514 32,432

中間純損失（△） △201,679 △182,902
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成24年３月１日
 至 平成24年８月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 750,700 2,476,270

当中間期変動額

新株の発行 98,600 －

当中間期変動額合計 98,600 －

当中間期末残高 849,300 2,476,270

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 376,776 2,102,346

当中間期変動額

新株の発行 98,600 －

当中間期変動額合計 98,600 －

当中間期末残高 475,376 2,102,346

資本剰余金合計

当期首残高 376,776 2,102,346

当中間期変動額

新株の発行 98,600 －

当中間期変動額合計 98,600 －

当中間期末残高 475,376 2,102,346

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △3,098,713 △3,050,414

当中間期変動額

中間純損失（△） △201,679 △182,902

当中間期変動額合計 △201,679 △182,902

当中間期末残高 △3,300,392 △3,233,316

利益剰余金合計

当期首残高 △3,098,713 △3,050,414

当中間期変動額

中間純損失（△） △201,679 △182,902

当中間期変動額合計 △201,679 △182,902

当中間期末残高 △3,300,392 △3,233,316

自己株式

当期首残高 △57,716 △57,806

当中間期変動額

自己株式の取得 △13 △7

当中間期変動額合計 △13 △7

当中間期末残高 △57,730 △57,813
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成24年３月１日
 至 平成24年８月31日)

株主資本合計

当期首残高 △2,028,953 1,470,396

当中間期変動額

新株の発行 197,200 －

中間純損失（△） △201,679 △182,902

自己株式の取得 △13 △7

当中間期変動額合計 △4,492 △182,910

当中間期末残高 △2,033,446 1,287,486

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1,059 △4,180

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△3,560 △3,613

当中間期変動額合計 △3,560 △3,613

当中間期末残高 △4,620 △7,793

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1,059 △4,180

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△3,560 △3,613

当中間期変動額合計 △3,560 △3,613

当中間期末残高 △4,620 △7,793

純資産合計

当期首残高 △2,030,012 1,466,216

当中間期変動額

新株の発行 197,200 －

中間純損失（△） △201,679 △182,902

自己株式の取得 △13 △7

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△3,560 △3,613

当中間期変動額合計 △8,053 △186,523

当中間期末残高 △2,038,066 1,279,692
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成24年３月１日
 至 平成24年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） △107,164 △150,471

減価償却費 300,200 300,590

減損損失 19,032 153,951

固定資産除却損 5,384 －

投資有価証券評価損益（△は益） 2,108 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 270,614 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △78,071 △354

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,145 △36,594

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8,338 △9,562

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,091 1,980

ポイント引当金の増減額（△は減少） 6,620 2,501

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △5,400 △18,520

受取利息及び受取配当金 △10,631 △9,998

支払利息及び社債利息 114,702 83,540

売上債権の増減額（△は増加） △22,214 △24,017

たな卸資産の増減額（△は増加） △95,451 △117,638

仕入債務の増減額（△は減少） 105,923 260,782

前受金の増減額（△は減少） △40,402 △50,676

未収入金の増減額（△は増加） － 93,757

未払消費税等の増減額（△は減少） △26,683 △21,881

未払金の増減額（△は減少） 74,750 49,366

未払費用の増減額（△は減少） 19,416 17,067

その他 48,959 3,899

小計 577,975 527,721

利息及び配当金の受取額 362 602

利息の支払額 △91,618 △75,506

役員退職慰労金の支払額 △400 △40,638

法人税等の支払額 △77,096 △72,593

営業活動によるキャッシュ・フロー 409,222 339,586
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成24年３月１日
 至 平成24年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,426 △2,427

定期預金の払戻による収入 2,425 2,426

有形固定資産の取得による支出 △66,856 △324,111

有形固定資産の売却による収入 － 388,565

無形固定資産の取得による支出 △8,465 △1,176

資産除去債務の履行による支出 － △11,142

差入保証金の差入による支出 △1,847 △18,635

差入保証金の回収による収入 101,246 106,296

その他 △4,964 △354

投資活動によるキャッシュ・フロー 19,112 139,442

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 757,178 △2,205,892

長期借入れによる収入 － 1,745,000

長期借入金の返済による支出 △950,224 △984,526

社債の発行による収入 － 736,445

社債の償還による支出 △300,000 －

リース債務の返済による支出 △69,691 △70,344

株式の発行による収入 191,639 －

割賦債務の返済による支出 △2,040 △33,799

自己株式の増減額（△は増加） △13 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △373,151 △813,124

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 55,183 △334,094

現金及び現金同等物の期首残高 730,025 1,322,616

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 785,208

※1
 988,521
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【継続企業の前提に関する事項】

　  該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① その他有価証券

　・時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　・時価のないもの

移動平均法による原価法

　

(2) たな卸資産

① 商品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

② 製品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③ 原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

④ 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

　
２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備は除く)については定額法)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　 12年～38年

構築物　　　 10年～20年

機械及び装置 10年

工具、器具及び備品 ５年～９年

　

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づき償却しております。また、商標権については、10年間で償却しております。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

(4) 長期前払費用

均等償却

　

３　繰延資産の処理方法

(1) 株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

　

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等特定の債権については個別に

回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　

(2) 賞与引当金

従業員への賞与支給に備え、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。

　
(3) 役員賞与引当金

役員に対しての賞与支給に備え、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。

　

(4) ポイント引当金

販売促進を目的とするポイントカード制度に基づき、お客様に付与したポイントの利用に備えるため、

当中間会計期間末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

　

(5) 店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖等に伴い発生する店舗解体費用等の損失に備え、損失見込額を計上しております。

　

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。

過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により、発生事業年度の翌期から費用処理しております。

ただし、平成18年３月１日付で引継いだ被合併会社である旧㈱どんの従業員については、平成20年２月29

日に退職一時金を凍結している為、前期末退職給付債務より当事業年度退職者への支払額を控除した額

を計上しております。

EDINET提出書類

株式会社どん(E03123)

半期報告書

25/48



　
５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップにつき、特

例処理を採用しております。

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

　
(3) ヘッジ方針

デリバティブ取引は、金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

　

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップは、特例処理の要件を満たしており、その判定をもって有効性の評価としております。

　

６　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書上資金の範囲に含めた現金及び現金同等物は、手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

　
７　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。なお、仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、未払消費税等として表

示しております。
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【会計方針の変更】

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  これにより、従来の方法に比べて、当中間会計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ7,801千円増加

しており、税引前中間純損失は7,801千円減少しております。

　

【表示方法の変更】

　  該当事項はありません。

　

【会計上の見積りの変更】

　  該当事項はありません。

　

【追加情報】

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産減価償却累計額

　
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 10,229,863千円 9,189,592千円

　

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

建物 906,795千円 553,751千円

土地 1,291,705千円 1,286,425千円

投資有価証券 86,915千円 83,932千円

差入保証金 1,374,962千円 1,339,855千円

合計 3,660,579千円 3,263,964千円

　
担保付債務は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

短期借入金 1,671,726千円 39,430千円

１年以内返済予定長期借入金 1,031,297千円 1,001,808千円

長期借入金 1,530,438千円 2,028,694千円

合計 4,233,461千円 3,069,932千円

　
※３　(前事業年度)

上記の他、94,500千円は前払式証票発行にかかる供託金として、さいたま地方法務局に差し入れており

ます。

(当中間会計期間)

上記の他、94,500千円は前払式証票発行にかかる供託金として、東京法務局に差し入れております。
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（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益の主要項目

　
前中間会計期間

(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

受取利息 10,364千円 9,580千円

受取賃貸料 29,548千円 25,740千円

プリペイドカード失効益 15,220千円 38,187千円

　

※２　営業外費用の主要項目

　
前中間会計期間

(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

支払利息 110,809千円 81,392千円

社債利息 3,892千円 2,148千円

賃貸収入原価 27,286千円 23,821千円

社債発行費 －  千円 13,554千円

　

※３　特別損失の主要項目

　
前中間会計期間

(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

固定資産除却損 　 　

構築物 551千円 －  千円

工具器具備品 188千円 －  千円

ソフトウェア 4,644千円 －  千円

計 5,384千円 －  千円

　
減損損失 19,032千円 153,951千円

リース解約損 1,328千円 －  千円

資産除去債務会計基準の適用に伴う
影響額

270,614千円 －  千円

　

※４　減損損失

前中間会計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

当中間会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

近畿地区 店舗３店舗 建物 2,139

関東地区 店舗３店舗 建物 4,178

本　社 会計システム ソフトウェア、その他 12,714

当社は、事業用資産においては、管理会計上の区分に基づいて、主として各店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。当中間会計期間において、当社会計システムを変更することを決定した事に

伴い、従前から使用していた同用途の自社使用のソフトウェアに係る帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、また営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる店舗の資産について減損損失を認識し、

各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額19,032千円を減損損失として計上いたしま

した。その主な内訳は、ソフトウェア8,299千円等であります。

  なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定し、将来キャッシュフローを４％で

割引いて算出しております。
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当中間会計期間(自　平成24年３月１日　至　平成24年８月31日)

当中間会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

九州地区 遊休資産 建物、その他 6,020

近畿地区 店舗１店舗等 建物 3,749

関東地区 店舗７店舗等 建物、その他 138,644

関東地区 遊休資産 土地、その他 5,536

当社は、事業用資産においては、管理会計上の区分に基づいて、主として各店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。当中間会計期間において営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとな

る店舗、閉鎖予定の店舗等において今後の使用見込みの無くなった資産並びに遊休資産について減損

損失を認識し、各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額153,951千円を減損損失とし

て計上いたしました。その主な内訳は、建物125,944千円等であります。

  なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定し、将来キャッシュフローを４％で

割引いて算出しております。

　
５　減価償却実施額

　
前中間会計期間

(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

有形固定資産 288,686千円 289,996千円

無形固定資産 11,513千円 10,593千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 44,197 5,800 － 49,997

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　第三者割当増資による新株の発行による増加 5,800千株

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 164 0 － 165

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 ０千株

　
当中間会計期間（自　平成24年３月１日　至　平成24年８月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 145,701 － － 145,701

　
　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 167 0 － 168

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加 ０千株　
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前中間会計期間

(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

現金及び預金中間期末残高 880,172千円 993,378千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △94,964千円 △4,857千円

現金及び現金同等物中間期末残高 785,208千円 988,521千円

　

２  重要な非資金取引の内容

(前中間会計期間)

当中間会計期間に新たに計上した資産除去債務の額は、422,142千円であります。

　

(当中間会計期間)

当中間会計期間に新たに割賦契約により購入した資産及び債務の額は、それぞれ376,703千円でありま

す。
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（リース取引関係）

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主なものは、店舗の建物及び厨房設備、コミッサリーの製造設備であります。

(イ)無形固定資産

ソフトウエアであります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下

のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

前事業年度(平成24年２月29日)

　

　 建物
機械及び
装置

工具、器具
及び備品

ソフトウエア 合計

取得価額相当額 1,476,165千円688,720千円521,159千円83,540千円2,769,585千円

減価償却累計額相当額 873,202483,222396,684 67,8611,820,972

減損損失累計額相当額 － 41,537 78,222 4,457 124,217

期末残高相当額 602,962163,959 46,252 11,221 824,396

　

当中間会計期間(平成24年８月31日)

　

　 建物
機械及び
装置

工具、器具
及び備品

ソフトウエア 合計

取得価額相当額 1,476,165千円452,393千円325,441千円69,043千円2,323,043千円

減価償却累計額相当額 916,292328,957260,339 59,6761,565,267

減損損失累計額相当額 － 2,873 41,533 4,365 48,772

中間期末残高相当額 559,872120,561 23,568 5,001 709,004

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

　

　
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

１年内 226,993千円 172,117千円

１年超 771,587 690,205

合計 998,580 862,322

　

　
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

リース資産減損勘定の中間期末
（期末）残高

18,756千円 2,144千円
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(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　

　
前中間会計期間

(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

支払リース料 222,874千円 170,146千円

リース資産減損勘定の取崩額 30,782 16,612

減価償却費相当額 180,508 114,281

支払利息相当額 37,928 31,682

減損損失 4,414 －

　
(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　
２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

１年内 1,190,690千円 1,178,173千円

１年超 4,823,999 4,583,624

合計 6,014,689 5,761,797
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(金融商品関係)

前事業年度(自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日)

金融商品の時価等に関する事項

　
平成24年２月29日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照

ください。)。

(単位：千円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,327,473 1,327,473 －

(2) 売掛金 145,299 145,299 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

      その他有価証券 21,327 21,327 －

(4) 差入保証金 3,259,582 3,237,618 △21,964

資産計 4,753,683 4,731,719 △21,964

(1) 買掛金 440,256 440,256 －

(2) 未払金 718,788 718,788 －

(3) 短期借入金 3,226,199 3,226,199 －

(4) 長期借入金(※１) 3,384,667 3,360,322 △24,344

(5) リース債務(※２) 418,708 405,927 △12,780

負債計 8,188,619 8,151,494 △37,125

デリバティブ取引 － － －

(※１)  長期借入金の中には、１年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

(※２)  リース債務の中には、１年以内返済予定のリース債務も含まれております。

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 差入保証金

これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

負  債

(1) 買掛金、(2) 未払金、並びに(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(4) 長期借入金

  長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による一部の長期借入金は金利スワップの

特例処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として

処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割

り引いて算定する方法によっております。

(5) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債(4)参照）。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 72,000

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価

証券  その他有価証券」には含めておりません。
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当中間会計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

金融商品の時価等に関する事項

　

平成24年８月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参

照ください。)。

(単位：千円)

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 993,378 993,378 －

(2) 売掛金 169,317 169,317 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

      その他有価証券 17,714 17,714 －

(4) 差入保証金 3,166,284 3,156,151 △10,132

資産計 4,346,695 4,336,562 △10,132

(1) 買掛金 701,038 701,038 －

(2) 未払金 769,807 769,807 －

(3) 短期借入金 1,020,307 1,020,307 －

(4) 社債 750,000 751,336 1,336

(5) 長期借入金(※１) 4,145,141 4,168,652 23,511

(6) リース債務(※２) 363,563 363,048 △514

(7) 長期割賦未払金(※３) 351,460 351,634 174

負債計 8,101,317 8,125,825 24,507

(※１)  長期借入金の中には、１年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

(※２)  リース債務の中には、１年以内返済予定のリース債務も含まれております。

(※３)  長期割賦未払金の中には、１年以内返済予定の割賦未払金（中間貸借対照表上は、「未払金」に含めており

  ます。）も含まれております。

　
(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 差入保証金

これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

負  債

(1) 買掛金、(2) 未払金、並びに(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(4) 社債

当社の発行する社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

(6) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(7) 長期割賦未払金

長期割賦未払金の時価については、元利金の合計額を同様の新規割賦取引を行った場合に想定さ

れる利率で割引いた現在価値により算定しております。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 中間貸借対照表計上額

非上場株式 72,000

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価

証券  その他有価証券」には含めておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社どん(E03123)

半期報告書

38/48



　

（有価証券関係）

前事業年度(平成24年２月29日)

１　その他有価証券

区分
貸借対照表計上額 取得原価

差額（千円）
（千円） （千円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　(1)株式 － － －

　(2)債券 － － －

　(3)その他 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　(1)株式 21,327 25,508 △4,180

　(2)債券 － － －

　(3)その他 － － －

小計 21,327 25,508 △4,180

合計 21,327 25,508 △4,180

(注)１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投資有価
証券評価損1,931千円を計上しております。なお、当社の有価証券における減損処理は、原則として、時価の下落
が50％以上の場合は全銘柄を、時価の下落が30％から50％の場合は、半期で４期連続下落している場合に減損
処理を行っております。

    ２ 非上場株式（貸借対照表計上額72,000千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
       見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の「その他有価証券」
       には含めておりません。

　

当中間会計期間(平成24年８月31日)

１  その他有価証券

区分
中間決算日における
中間貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

  株式 － － －

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 － － －

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

  株式 17,714 25,508 △7,793

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 17,714 25,508 △7,793

合計 17,714 25,508 △7,793

(注)１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当社の有価証券における減損処理は、原則とし
て、時価の下落が50％以上の場合は全銘柄を、時価の下落が30％から50％の場合は、半期で４期連続下落してい
る場合に減損処理を行っております

    ２ 非上場株式（中間貸借対照表計上額72,000千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
       見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の「その他有価証券」
       には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度(平成24年２月29日)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

   該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引　

　 金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち１年超
(千円)

時価
(千円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 15,000 0 (注)

　  (注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
         ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当中間会計期間(平成24年８月31日)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

   該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引　

   該当事項はありません。

　
（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　
（持分法損益等）

関連会社がないため、該当事項はありません。

　
（資産除去債務関係）

　前事業年度(平成24年２月29日)

　　　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　　　当事業年度における総額の増減は次のとおりであります。

期首残高 　 424,050千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 　 3,695千円

時の経過による調整額 　 5,703千円

資産除去債務の履行による減少額 　 △5,400千円

期末残高 　 428,050千円

　

　当中間会計期間(平成24年８月31日)

　　　資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

　　　当中間会計期間における総額の増減は次のとおりであります。

期首残高 　 428,050千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 　 2,738千円

時の経過による調整額 　 2,572千円

資産除去債務の履行による減少額 　 △36,714千円

当中間会計期間末残高 　 396,647千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、飲食事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

　
【関連情報】

前中間会計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上高の記載

を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

　

当中間会計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上高の記載

を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

当社は、飲食事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

当中間会計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

当社は、飲食事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

　

項目
前事業年度

(平成24年２月29日)
当中間会計期間
(平成24年８月31日)

(1) １株当たり純資産額 10円07銭 8円79銭

　(算定上の基礎) 　 　

純資産の部の合計額(千円) 1,466,216 1,279,629

純資産の部の合計額から控除する

金額(千円)
－ －

普通株式に係る中間期末（期末）
の純資産額(千円)

1,466,216 1,279,629

中間期末（期末）の普通株式の数

（自己株式控除後）(千株)
145,533 145,533

　

項目
前中間会計期間

(自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日)

(2) １株当たり中間純損失 4円24銭 1円26銭

　(算定上の基礎) 　 　

中間純損失(千円) 201,679 182,902

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る中間純損失(千円) 201,679 182,902

普通株式の期中平均株式数(千株) 47,562 145,533

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在して

いないため、記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　  該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

（1）有価証券報告書及びその添付書類、確認書

 平成24年５月24日　関東財務局長に提出

 事業年度　第42期(自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日)　

　

（2）臨時報告書

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表者の異動)の規定に基づく臨時報告書

 平成24年４月13日　関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　 平成24年11月16日

株式会社どん

取締役会　御中

　
有限責任監査法人トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鎌　田　竜　彦　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　浦　竜　人　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社どんの平成24年３月１日から平成25年２月28日までの第43期事業年度の中間会計期

間(平成24年３月１日から平成24年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記につ

いて中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続

を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査

には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社どんの平成24年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

(平成24年３月１日から平成24年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

　２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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